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本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から公

開できません。 
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1. 概要 

本計算書は，電気配線貫通部の強度計算書である。 

電気配線貫通部は，設計基準対象施設の電気配線貫通部を重大事故等クラス２容器として兼

用する機器である。 

以下，重大事故等クラス２容器として，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び

重大事故等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，電気配線貫通部の強度評価について示す。 

なお，電気配線貫通部のうち X-101A～Dの設計基準対処施設としての評価結果は，昭和 63 年

8 月 8日付け 63 資庁第 6806 号にて認可された工事計画の添付書類「Ⅰ-1-1-1 原子炉格納容

器貫通部 X-101D の強度計算書」にて，一部アダプタ部の材料が変更されているものの設計基準

対処施設として強度が十分であることを確認している。また，重大事故等対処設備として設計

基準事故時を包絡する温度・圧力条件で評価をする。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

電気配線貫通部の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

電気配線貫通部は，原子炉格

納容器に支持される。 

原子炉格納容器に円筒形ス

リーブ，アダプタ及びヘッダ

が取り付けられた鋼製構造物

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

NT2 補③ Ⅴ-3-9-1-4-3 R0 

電気配線貫通部取付部

電気配線貫通部 アダプタ

ヘッダスリーブ 

電気配線貫通部 拡大図 

接続箱 

接続箱

 

   

（単位：mm）



 

3 

N
T
2
 
補
③
 Ⅴ
-
3
-9
-
1
-4
-
3
 R
0
 

2.2 評価方針 

電気配線貫通部の応力評価は，添付書類「Ⅴ-3-1-6 重大事故等クラス２機器及び重大事故

等クラス２支持構造物の強度計算の基本方針に基づき「2.1 構造計画」にて示す電気配線貫

通部の部位を踏まえた「3. 評価部位」にて設定する箇所において，供用状態Ｅにおける温

度，圧力の条件により評価部位に作用する荷重で発生する応力等が許容限界に収まること

を，「4. 強度評価」に示す方法にて確認することで実施する。評価結果を「5. 評価結果」

に示す。 

電気配線貫通部の強度評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 電気配線貫通部の強度評価フロー 

 

 

2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会）(以下「設計・建設規格」という。 

 

 

  

応力解析 

供用状態Ｅにおける応力 

強度評価 

解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

添付書類「Ⅴ-3-9-1-1-4 ド

ライウェル本体及びサプレッ

ション・チェンバ本体の強度

計算書」において算出された

応力 
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2.4 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 

ｄ 直径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｌｉ 各部位の長さ（ｉ＝１，２，３･･･） mm 

ｍ０ 質量 kg 

Ｐｂ 一次曲げ応力 MPa 

ＰＬ 一次局部膜応力 MPa 

Ｐｍ 一次一般膜応力 MPa 

Ｓｕ 材料の設計引張強さ MPa 

ｔｉ 各部位の板厚（ｉ＝１，２，３･･･） mm 

ν ポアソン比 － 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

 精度は 6桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

力 N 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁＊1 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊2 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊2：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及

び降伏点は比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数

位までの値とする。 
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3.  評価部位 

電気配線貫通部の取付け状況，形状及び主要寸法を図 3-1 及び表 3-1 に，使用材料及び使用

部位を表 3-2 に示す。 

なお，電気配線貫通部のうち，高圧用でスリーブ口径の大きい を解析モデルとして

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 電気配線貫通部の形状 

 

 

表 3-1 電気配線貫通部の寸法 

（単位：mm） 

貫通部番号
取付位置 

(EL.) 
ｄ ｔ１ ｔ２ ｔ３ Ｌ１ Ｌ２ Ｌ３ 

 

 

表 3-2 使用材料表 

使用部位 使用材料 備考 

原子炉格納容器胴 SGV49 相当 SGV480＊ 

補強板 SGV49 相当 SGV480＊ 

注記 ＊：新 JIS を示す。 

 

Ｌ２ Ｌ１ Ｌ３ 

ｄ
 

ｔ
１
 

ｔ３ 

ｔ２ 
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4. 強度評価 

4.1 強度評価方法 

(1) 電気配線貫通部は，原子炉格納容器を貫通する電気配線等を支持する構造物である。電気

配線貫通部に作用する自重，機械的荷重及び圧力荷重を用いて，構造強度評価を行う。 

(2) 構造評価に用いる寸法は，公称値を使用する。  

(3) 概略構造図を表 2-1 に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容限界 

4.2.1 荷重の組合せ及び供用状態 

電気配線貫通部の荷重の組合せ及び供用状態の評価に用いるものを表 4-1 に示し，詳細

な荷重の組合せは，添付書類「Ⅴ-1-8-1 原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」に

従い，対象機器の設置位置等を考慮し決定する。なお，考慮する荷重の組合せは，組み合

せる荷重の大きさを踏まえ，評価上厳しくなる組合せを選定する。 

 

4.2.2 許容限界 

電気配線貫通部の許容限界を表 4-2 に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件及び許容応力 

電気配線貫通部の許容応力評価条件として重大事故等対処設備の評価に用いるものを

表 4-3に示す。また，使用材料の許容応力のうち，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表 4-4 に示す。 
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表 4-1 荷重の組合せ及び供用状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称
機器等 

の区分 
荷重の組合せ＊1 供用状態 

原子炉 

格納施設 

原子炉 

格納容器

電気配線

貫通部 

重大事故等 

クラス２容器 
Ｄ＋ＰＳＡ (SA1) Ｅ＊2 

Ｄ  ：死荷重 

ＰＳＡ ：運転状態Ⅴにおける圧力荷重 

注記 ＊1：（ ）内は添付書類「Ⅴ-1-8-1 原子炉格納施設の設計条件に関する説明書」にお

ける表 3-11 重大事故等時の荷重の組合せの No.を示す。 

＊2：供用状態Ｅとして供用状態Ｄの許容限界を用いる。  

 

 

表 4-2 許容限界 

供用状態 一次一般膜応力 
一次応力 

（曲げ応力を含む） 

Ｅ＊ 2/3Ｓｕ 1.5×2/3Ｓｕ 

注記 ＊：供用状態Ｅとして供用状態Ｄの許容限界を用いる。 

 

 

表 4-3 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

（MPa） 

Ｓｙ 

（MPa） 

Ｓｕ 

（MPa） 

Ｓｙ（ＲＴ）

（MPa） 

SGV480 
周囲環

境温度 
200 - - 422 - 
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表4-4 許容応力 

（単位：MPa） 

材料 供用状態 

許容応力 

一次応力 

Ｐｍ ＰＬ＋Ｐｂ 

SGV480 Ｅ 281＊ 422 

注記 ＊：評価対象は，膜応力を考慮した最小板厚の評価を実施し，許容応力以下であることが明

らかなため，一次一般膜応力の評価結果の記載については省略する。 

 

 

4.2.4 設計条件 

(1) 重大事故等対処設備としての評価圧力及び評価温度 

内圧ＰＳＡ  620 kPa 

温度ＴＳＡ  200 ℃ 

(2) 死荷重 

a. 電気配線貫通部の自重 

    

 

 

4.3 計算方法 

 4.3.1 応力評価点 

応力評価点は，電気配線貫通部を構成する部材の形状及び荷重伝達経路を考慮し，発生応力

が大きくなる部位を選定する。選定した応力評価点を表 4-5 及び図 4-1 に示す。 
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表 4-5 応力評価点 

貫通部番号 応力評価点番号 応力評価点 

 

Ｐ１ 
原子炉格納容器胴とスリーブとの取付部（胴側） 

（Ｐ１－Ａ～Ｐ１－Ｃ） 

Ｐ２ 
補強板取付部（胴側） 

（Ｐ２－Ａ～Ｐ２－Ｃ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 応力評価点 

P2 

B 

B 
P1 

P1 C 
P2 C 

P1 A 

P2 
A 

P2 

B 

B 

P1 

P1 A 

P2 
A 

Ａ～Ａ矢視図 

Ａ 

Ａ 

原子炉格納容器内側 原子炉格納容器外側 

スリーブ 
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4.3.2 原子炉格納容器胴とスリーブとの結合部及び補強板結合部に生じる応力の算出 

(1) 電気配線貫通部に作用する荷重による応力 

電気配線貫通部に作用する死荷重による応力は，図 4-2 に電気配線貫通部の解析モ 

デルを用いて算出する。解析モデルの諸元を表 4-6 に示す。 

(2) 原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

原子炉格納容器に作用する圧力及び死荷重による応力は，添付書類「Ⅴ-3-9-1-1-4 

ドライウェル本体及びサプレッション・チェンバ本体の強度計算書」で解析した応力

を用いる。 

(3) 応力の足し合わせ 

表 4-5 及び図 4-1 で示した応力評価点での応力は，(1)で求めた電気配線貫通部 

に作用する荷重による応力と，(2)で求めた原子炉格納容器に作用する荷重による応力 

を適切に足し合わせることで算出する。 

(4) 解析コード 

解析コードはＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮを用いる。なお，評価に用いる解析コードＭ

ＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮの検証及び妥当性確認等の概要については，添付書類「Ⅴ-5-1 

計算機プログラム（解析コード）の概要・ＭＳＣ ＮＡＳＴＲＡＮ」に示す。 
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図 4-2 解析モデル（  
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表 4-6 解析モデル諸元表 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － SGV480 

質量 ｍ０ kg －＊1 

温度条件 

（雰囲気温度） 
Τ ℃ － 

縦弾性係数 Ｅ MPa －＊2 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 

節点数 － 個 

注記 ＊1：単位荷重による解析のため，質量は定義不要。 

＊2：動的応答を考慮しない為，剛性（縦弾性係数）は解析結果に影響しない。 

 

 

4.4 計算条件 

応力解析に用いる自重及び荷重は，「4.2 荷重の組合せ及び許容限界」に示す。 

 

4.5 応力の評価 

 「4.3 計算方法」で求めた応力は表 4-4 に記載される値以下であること。 

 

5. 評価結果 

5.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

電気配線貫通部の重大事故等対処設備としての強度評価結果を以下に示す。発生値は評価基

準値を満足している。 

(1) 供用状態Ｅに対する評価 

供用状態Ｅに対する応力評価結果を表 5-1 に示す。 
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表 5-1 供用状態Ｅに対する評価結果（Ｄ＋ＰＳＡ） 

評価対象設備 評価部位 応力分類 

Ｅ 

判定 備考 発生値 許容値 

MPa MPa 

電気配線貫通部 

Ｐ１－Ａ 
原子炉格納容器胴とスリ

ーブとの結合部 
一次膜＋一次曲げ応力強さ 207 422 ○  

Ｐ１－Ｂ 
原子炉格納容器胴とスリ

ーブとの結合部 
一次膜＋一次曲げ応力強さ 215 422 ○  

Ｐ１－Ｃ 
原子炉格納容器胴とスリ

ーブとの結合部 
一次膜＋一次曲げ応力強さ 211 422 ○  

Ｐ２－Ａ 補強板結合部 一次膜＋一次曲げ応力強さ 207 422 ○ 
 

 

Ｐ２－Ｂ 補強板結合部 一次膜＋一次曲げ応力強さ 215 422 ○ 
 

 

Ｐ２－Ｃ 補強板結合部 一次膜＋一次曲げ応力強さ 211 422 ○ 
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